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1. 背景と目的 

 

わが国では,1970 年ごろから,高齢者や障害者な

どの移動制約者を対象として,ボランティア団体に

よる無償移送サービスが提供されてきた 1）.しかし,

この移送サービスは福祉施設への送迎を主としたも

のであり,このような移送サービスのみでは,移動制

約者の外出を十分にカバーすることはできず,移動

制約者のモビリティは低下の一途をたどっている.

このような状況のなか,今後の高齢化社会に対応す

べく,2000 年に『交通バリアフリー法』が施行され,

公共交通施設のバリアフリー化が進められた.しか

し,公共交通施設がいくら整備されても,その場所ま

でのアクセス手段が確保されなければ,高齢者や身

体障害者などの移動制約者にとって公共交通施設を

利用することは困難である.そのため,公共交通機関

を補完する ST サービス導入に対する社会的要請は

極めて大きいものとなっているが,わが国において

は,移動制約者に対する ST サービスは,これまで普

及していなかった.その要因の一つとして,これまで

は道路運送法第80条第1項で自家用自動車は有償で

運送の用に供することは原則として禁止されており，

移動制約者を対象とした運送においても NPO 団体

や社会福祉法人等による有償運送は規制されていた

ことが挙げられる. 

 この状況を打破するため,2003年4月,国の構造改

革特別区域の一つとして,岡山県等において,道路運

送法第 80 条第 1項の規制が緩和され,移動制約者を

対象とした NPO 団体等の非営利団体による有償運

送が認められることになった.さらに,2004年4月に

は,特区のみならず,全国において道路運送法第 80

条第 1 項の規制が緩和され,福祉有償運送サービス

が実施されることになった. 

 本研究では,岡山市・倉敷市の地方振興局管内にお

いて,2003年11月時点で福祉有償運送サービスを実

施していた全 5 事業者に,福祉有償運送サービスの

利用者として登録していた移動制約者を対象として

アンケート調査を実施し,その結果を用いて,移動制

約者の外出頻度や福祉有償運送サービス利用の有無

といった,実際の交通行動の要因を実証的に明らか

にすることを目的とする． 

 

2. 本研究の特徴 

 

これまで移動制約者の交通行動を対象とした研究

は,多数行われている.溝端 2）は,高齢者や身体障害

者を対象として,送迎型の無償移送サービスを行っ

ている施設に対して調査を実施し,定時運行時のピ

ーク・トリップ量を算定するとともに,各施設が個別

に提供しているサービスを統合した場合のメリット

等について検討している.また,北川ら 3）は,高齢者

の潜在交通需要に関する調査データを用いて,高齢

者をいくつかのモビリティグループに分け,それぞ

れのグループごとに交通施策を評価している.青島

ら 4）は,障害別に身体障害者の外出頻度や交通目的,

手段分担率を比較し,高齢者ほどモビリティが低く,

需要が潜在化する傾向が顕著に現れることを示して

いる.しかし,これらの既存研究は,いずれも福祉有

償運送サービスが提供されていない状況下において,

移動制約者の交通行動の実態を把握し,分析したも

のであり,新たに福祉有償運送サービスが導入され

た場合,実際に移動制約者の交通行動がどのように

変化するかについては,未だ明らかにされていない.
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これに対して,本研究では,福祉有償運送サービス導

入後における移動制約者の実際の交通行動を調査し,

その結果に基づいて,潜在交通需要がどの程度顕在

化したかを明らかにしている.さらに,移動制約者の

外出頻度や福祉有償運送サービス利用の有無に影響

を及ぼす要因を実証的に明らかにしている. 

ータから，平均外出間隔を算出した．その結果，平

均外出間隔は 3.93 日となり,その値を 1週間あたり

の外出頻度に換算したところ，移動制約者の平均外

出頻度は 1.78 回/週となった. 

 次に,福祉有償運送サービス導入による移動制約

者の外出頻度増加率を算出する.調査項目②におい

て,実際に福祉有償運送サービスを利用したと回答

した者に対しては,福祉有償運送サービスが無かっ

た場合,どのような交通機関を選択していたかとい

う設問を設けている.その設問には,タクシー等の交

通機関のほか,「外出しなかった」もしくは「誰かに

頼んだ」という選択肢を設けており,これらの選択肢

に回答した場合,これは,福祉有償運送サービスの導

入によって新たに顕在化した外出であると考えられ

る.このような考え方によって,外出増加率を算出し

た結果,福祉有償運送サービス導入による移動制約

者の外出増加率は,約 1.4％となった. 

 

3. アンケート調査の概要 

 

 本研究では,岡山市・倉敷市地方振興局管内におい

て 2003 年 11 月時点で事業認定を受けている全 5事

業者に,福祉有償運送サービス利用者として登録し

ている移動制約者 177 名を対象として,調査期間中

の最近 1 週間,もしくは,最近 5 回の外出について,

その詳細をトリップ単位で調査した. 

なお,構造改革特別区域に認定された地域では,あ

らかじめ登録した会員を対象として福祉有償運送サ

ービスが提供されている.また,その会員は,介護保

険法に基づく要介護認定者,身体障害者手帳保持者,

肢体不自由者・内部障害者(人工透析等)・精神障害

により独立した歩行が困難な者のうち,単独では公

共交通機関の利用が困難な移動制約者に限定されて

いる.アンケート調査の概要を表-1 に示す. 

 

(2) 移動制約者の外出頻度の要因分析 

 本節では,移動制約者の外出頻度にはどのような

要因が影響しているかを数量化理論Ⅰ類で分析した.

ここで,外的基準には前節で算出した移動制約者の

外出頻度を用いた.アイテムとカテゴリーは表-2 に

示すとおりである.  

4. 移動制約者の外出頻度の要因分析  分析結果を図-1 に示す.図-1 に示すように,移動

制約者の外出頻度に最も影響を及ぼしている要因は,

『家族の送迎の有無』であり,次いで影響を及ぼして 

 

(1) 移動制約者の外出頻度と外出増加率 

 表-1 に示す調査項目②において得られた外出デ  

 

表-1 アンケート調査の概要 

調査期間 平成 15 年 11 月末～12 月末 

対象者 

岡山市・倉敷市の地方振興局管内において事業

認定を受けている全 5事業者に福祉有償運送サ

ービス利用者として登録している移動制約者 

 各事業者のサービス開始月 

8 月開始…１事業者, 9 月開始…2事業者 

10 月開始…1事業者,12 月開始…1事業者 

調査項目 

① 個人属性について 

(家族の送迎の有無等) 

② 最近の交通行動について 

・外出日時  ・外出目的 

・外出所要時間 

・利用可能な交通機関 

・実際に利用した交通機関 

③ 福祉有償運送サービスに対する意識 

配布枚数 177 部 

回収枚数 132 部(回収率 74.6%) 

表-2 外出頻度の要因として用いた変数一覧 
アイテム カテゴリー 

事業 

開始月 

・8月に事業を開始した事業者 

・9月に事業を開始した事業者 

・10月に事業を開始した事業者 

・12月に事業を開始した事業者 

通院に関

する変数

・通院目的の外出が有る人 

・通院目的の外出が無い人 

年齢と 

介護度 

・年齢40歳未満の人 

・年齢40歳以上で介護度が無い人 

・年齢40歳以上で要介護もしくは介護度1・2の人

・年齢40歳以上で介護度3以上の人 

通所に関

する変数

・通所目的の外出が有る人 

・通所目的の外出が無い人 

家族の送

迎の有無

・自宅居住で家族の送迎が有る人 

・自宅居住で家族の送迎が無い 

もしくは施設居住の人 

福祉有償

運送利用

の有無 

・福祉有償運送サービスを利用したことが有る人 

・福祉有償運送サービスを利用したことが無い人 



いる要因は『通所に関する変数』,『年齢と介護度』

であった. 

また,『事業開始月』においては,事業開始が早い

事業者に登録している利用者ほど,外出頻度が高く

なる傾向にあった.4.(1)において,「外出しなかっ

た」もしくは「誰かに頼んだ」という回答をした移

動制約者は 8月開始と 9月開始の事業者に登録して

おり,事業開始時期が早い事業者に登録している移

動制約者ほど,福祉有償運送サービスが浸透しつつ

あることが窺える. 

 『家族の送迎有り』の場合,移動制約者の外出頻度

が高くなっており,これは時間的な都合もつき易く,

自由な行動も制限されにくいことが理由として挙げ

られる. 

次に『年齢と介護度』については,40 歳未満の移

動制約者は外出頻度が高くなる傾向にあり,40 歳以

上で介護度が重くなるにつれて外出頻度は低くなる

傾向にあった.40 歳未満の移動制約者の外出頻度が

高くなっているのは,外出に通学目的のトリップが

含まれているからであると考えられる.40 歳以上で

介護度が重い移動制約者は,単独での外出が困難で

あるため,外出頻度が低くなっていると考えられる. 

最後に,福祉有償運送サービス利用の有無は,移動

制約者の外出頻度にあまり影響していないことが明

らかになったが,これは外出の増加率は約 1.4％と

低く,分析対象の外出は福祉有償運送サービス導入

以前から顕在化していた外出であったことが,その

理由であると考えられる. 

『通所に関する変数』については,調査項目②にお

いて,通所目的の外出があると回答した移動制約者

の外出頻度は高くなっていた.これは,移動制約者の

場合,多くは登録している事業者でリハビリや介護

を受けていると考えられ,通所目的の外出の有無は

外出頻度に大きな影響を及ぼしているためであると

考えられる. 

 

5. 福祉有償運送サービス利用の要因分析 

 

 本章では,移動制約者の福祉有償運送サービス利

用には,どのような要因が影響しているのかを数量

化理論Ⅱ類で分析した.ここで外的基準には,各事業

者の運行記録を基に作成した,移動制約者の福祉有

償運送サービス利用の有無を用いた.アイテムとカ

テゴリーは,表-3 に示すとおりである. 

 

 

-0.17

0.12

0.15

-0.05

-0.19

-0.18通院無し

通院有り

12月開始

10月開始

9月開始

8月開始

  

 
事業開始月 

表-3 福祉有償運送サービス利用の要因 

として用いた変数の一覧 
アイテム カテゴリー 

利用福祉

・車椅子を利用している人 

・杖を利用している人 

・その他の福祉用具(義足,装具,ｼﾙﾊﾞｰｶｰ,歩行器)を 

 

 

 
通院に関す

る変数 
相関比：0.382
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家族の送迎

有り

通所無し

通所有り

40歳以上

介護度3以上

40歳以上・要支援

介護度1・2

40歳以上

介護度無し

40歳未満

用具 
利用している人 

・福祉用具を利用していない人 

事業 

開始月 

・8月に事業を開始した事業者 

・9月に事業を開始した事業者 

・10月に事業を開始した事業者 

・12月に事業を開始した事業者 

年齢と 

介護度 

・年齢40歳未満の人 

・年齢40歳以上で介護度が無い人 

・年齢40歳以上で要介護もしくは介護度1・2の人 

・年齢40歳以上で介護度3以上の人 

住居状態
・自宅居住の人 

・施設居住の人 

家族の送

迎の有無

・自宅居住で家族の送迎が有る人 

・自宅居住で家族の送迎が無い 

もしくは施設居住の人 

通院に関

する変数

・通院目的の外出が有る人 

・通院目的の外出が無い人 

障害等級

・身体障害者手帳の等級が無い人 

・身体障害者手帳の3級以上の人 

・身体障害者手帳の1・2級の人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家族の送迎

の有無 

通所に関す

る変数 

年齢と 
介護度 

 

 

福祉有償

運送利用

の有無 
 

 図-1 外出頻度の要因分析結果 

 



 分析結果を図-2 に示す.図-2 に示すように,福祉

有償運送サービス利用に最も影響を及ぼしている要

因は,『事業開始月』であった.福祉有償運送サービ

スを早くから開始した事業者に登録している移動制

約者は,福祉有償運送サービスを利用する傾向にあ

った.このことからも,事業開始から時間が経過して

いる事業者に登録している移動制約者ほど,福祉有

償運送サービスが浸透しつつあることが窺える. 

介助・付き添いを依頼しやすいことが挙げられる. 

 

6. 結論 

 

本研究で得られた知見を以下に述べる. 

福祉有償運送サービスの導入によって,移動制約

者の外出頻度は約 1.4％増加していることを明らか

にした.そして,移動制約者の外出頻度に影響してい

る要因を分析した結果,最も影響を及ぼしている要

因は,『家族の送迎の有無』であった.次いで,『通所

に関する変数』,『年齢と介護度』であることを明ら

かにした.また,『福祉有償運送サービス利用の有無』

については,福祉有償運送サービス導入後 4 ヶ月の

時点においては,移動制約者の外出頻度にあまり影

響していないことが明らかになった.さらに,福祉有

償運送サービス利用の有無に最も影響を及ぼしてい

る要因は,『事業開始月』であり,次いで,『年齢と介

護度』,『家族の送迎の有無』であることを明らかに

した. 

 『年齢と介護度』については、40 歳以上で要介護

度が 1･2 の比較的介護度が低い人ほど福祉有償運送

サービスを利用する傾向にあった.なお,40 歳未満

の移動制約者は,あまり利用しない傾向にあるが,こ

れは,学生が多く,家族の送迎やスクールバスを利用

しているためであると考えられる. 

また,『家族の送迎の有無』については,『家族の

送迎有り』の移動制約者は福祉有償運送サービスを

利用しない傾向があった.この理由として,障害のあ

る移動制約者は介助が必要な場合が考えられ,福祉

有償運送サービスで運転手や付添の人に介助しても

らうよりも,いつも介助をしてもらっている家族に これらの分析結果はいずれも,福祉有償運送導入

されてから,わずか 4 ヶ月後に実施した調査に基づ

いたものであり,福祉有償運送サービス利用の有無

に最も影響を及ぼしている要因が事業開始月である
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図-2 福祉有償運送サービス利用

の要因分析結果 


